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概 要

2003年に開始された大学知的財産本部整備事業から 5年が経過し、日本国内の大学における知的
財産の取り扱いに関する基盤は整いつつある。これは大きな前進であるが、国際的な産学連携への取
り組みはまだ不十分である。世界における日本の位置づけを鑑みた場合、国際産学連携、特に外国企
業との共同研究創出は非常に大きな意味を持ちうるため、今後はこの国際産学連携支援の取り組みが
必要不可欠である。
本発表では、米国企業と東京大学との間において行なわれた国際産学共同研究創出の事例報告を

行なう。

1 はじめに

2003年に開始された文部科学省による大学知的
財産本部整備事業から 5年が経過し、日本の大学に
おける知的財産に関する基盤は整いつつある。事
実、日本全体を見ると、共同研究実施件数や研究費
受入額（図 1）、特許出願件数や特許件実施件数お
よびその収入、大学発ベンチャーの状況などのデー
タからもこのことが裏付けられる。[1] 東京大学の
みを取り上げてみても、2006年度の共同研究件数
は 906件でその受け入れ金額は 45億 3205万円に
達している。また特許件実施等の件数は 890件、そ
の収入は 1億 6011万円となっており、様々な側面
において産学連携が順調に推移していることがわ
かる。
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図 1: 国内大学等による共同研究の推移（[1]のデー
タに基づくプロット）

しかしながら、日本は世界の GDPの 8%ほどを
占め国別の順位で第 2位に位置しながら、上記の

内容は国際的な広がりを欠いたままである。例え
ば、東京大学において外国企業との間で行なわれ
た共同研究は 9件（2006年度）であり、これは全
体の 1%にも満たない。この状況は他の大学におい
ても同様であると思われる。企業活動が全世界に
広がり国境を跨いで相互にやりとりが活発に行な
われ、大学においても留学などを通じて国際交流
が盛んになる中、産学連携の国際化についても一
層の推進が期待される。

特に共同研究は、特許ライセンスや起業と比較
した場合、「新たな知を共同して創出すること」「そ
の創出された知が学内に環流し、次の知を生む素
地となること」という特徴を強く持つ。共同研究
の現場では、市場のニーズに長けた産業界研究開
発部門とシーズ開発の能力の高い大学研究室との
間でコミュニケーションをとりつつ協業を行なう
こととなり、相互に刺激を受けることとなる。日本
の持つ市場の特殊性から「ガラパゴス化」という
表現が使われたり、またポスドク問題や人材育成
の議論が行なわれる中、外国企業との接点を持ち
共同研究という場を設けることは、日本の大学に
とって非常に大きな価値を持ちうる。

一方で、地理的な距離、時差および様々な文化
の相違など、国際的な共同研究を創出し、そして
実際に価値ある共同研究を展開するためには、注
意を払わなければならない点が多くあるのも事実
である。

東京大学産学連携本部では、大学知的財産本部整
備事業に引き続き、2008年度から「産学官連携戦
略展開事業（戦略展開プログラム）」の下「国際的
な産学官連携活動の推進」を行なっている。国際産
学連携での共同研究を創出すべく様々な活動を展開
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しているが、これに先だって米国の Sun Microsys-
tems, Inc.（以下、SMI社）との間で、Proprius21
と名付けられた価値創造型産学連携共同研究創出
スキーム [2, 3]を用いて共同研究創出活動を行なっ
た。この結果、SMI社との間では現在 2件の共同
研究が進行している。
本稿では、引き続く第2節でこのSMI社とのPro-

prius21の過程を段階に分けて説明する。また第 3
節では、この SMI社とのProprius21での経験を踏
まえながら、今後の国際産学連携活動への指針を
述べる。

2 国際産学連携における活動フェー

ズ

通常の Proprius21は、大まかには次の 3段階を
経て進行する。
第 1段階: 産側ニーズに基づく研究分野の選定、

Proprius21の開始決定
第 2段階: 学内候補およびテーマ探索
第 3段階: 計画立案

研究者陣営の規模などにも左右されるが、おおむ
ね半年から 1年くらいで Proprius21は完了する。

SMI社とのProprius21の場合、初の外国企業と
の活動であることから、通常の Proprius21とは異
なる進め方を採用した。大まかには次の 4フェー
ズに分けることができる。
第 0次フェーズ: Proprius21実活動前の準備
第 1次フェーズ: 産側シーズおよびニーズの把握
第 2次フェーズ: 学内候補およびテーマ探索
第 3次フェーズ: 計画立案、契約書検討

以下、小節に分けて各フェーズを説明する。

2.1 第 0次フェーズ: Proprius21実活動前
の準備（2005年 6月～2006年 3月）

2005年 6月にProprius21による共同研究創出活
動を開始することで双方合意、プレスリリースを
行なった。 [4] このプレスリリースでの合意の要点
はふたつある。1点目は学内側担当者を研究員の形
式で設定することとしたこと、 2点目はその担当
者による米国研究所の訪問である。
共同研究の創出には、社内での研究活動の現状
を把握し、かつ同様に学内での研究活動を把握し
た上で、打ち合わせや計画策定といった様々なコー
ディネーションを行なうこととなる。国内企業との

Proprius21では、企業側研究開発部門の担当者に
も議論の場に積極的に加わってもらうことで、産
側のニーズやシーズを十分に把握できる。そのた
め、産学連携本部内の人員は他の業務も兼ねなが
らこのコーディネーションに重きを置いて活動を
行なう。
一方で SMI社とのProprius21の場合、初の外国
企業との取り組みであることから、共同研究創出
を確実とするために産側のシーズとニーズに関す
る情報把握をより十分とする必要があった。学内で
行なわれている研究内容についてより深く知って
いる人間が多くの時間を使う必要があると判断し、
学内で研究員を公募、その研究員がこの活動を担
当する形態とした。
また、外国企業の場合は研究所といった研究開
発の中心がその企業の本国にあることが多く（同
時にこれは、研究所が日本にはないことを意味す
ることが多い）、SMI社の場合にもこれが当てはま
る。より深い内容理解および人間関係の構築を行
なった上で共同研究の創出活動を進行させるため、
Proprius21の活動の最初の段階で上記の研究員が
直接その研究所に短期滞在することとした。こう
した研究所はオープンハウスなどを除いて外部の
人間の入構を制限するのが通常の中、SMI社が研
究所訪問の調整を行なった。

2.2 第 1次フェーズ: 産側シーズおよびニー
ズの把握（2006年 4月～2006年 6月）

担当人員の着任後、 5月から 6月に掛けての 2週
間程度にわたり、SMI社の研究所、Sun Labs.（Sun
Microsystems Laboratories）に滞在し、研究者と
のインタビューを多く行なった。研究分野に土地
感を持つ学内の人間が企業側研究者と実際に顔合
せでの打ち合わせを持つことで、内容についてか
なり深い議論や意見交換を行なうことができた。

2.3 第 2次フェーズ: 学内候補およびテーマ
探索（2006年 7月～2006年 12月）

帰国後、興味を持つと思われる学内研究者への
接触を行なった。研究内容によっては、米国側の担
当者と簡略な遠隔会議を開催しながら、学内研究
者候補の選定や研究テーマの探索を行なった。全
体では可能性のあるテーマ案を 10ほど検討した。
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2006年度

実共同研究

プレスリリース
(2005.6)

プレスリリース
(2008.1/2)

研究所訪問

2005年度 2007年度 2008年度
第０次フェーズ（2005.6～2006.3）：Proprius21実活動前の準備
第１次フェーズ（2006.4～2006.6）：産側シーズおよびニーズの把握
第２次フェーズ（2006.7～2006.12）：学内候補およびテーマ探索
第３次フェーズ（2007.1～2007.12）：計画立案、契約書検討

図 2: SMI社との Proprius21の流れ

2006年 11月の段階で米国側の産学連携担当者と
の顔合せでの打ち合わせを持ち、最終的には 2件
について共同研究開始に向けた検討を行なうこと
となった。なお付記として、実際にはこの 2件の
他にも継続検討となった案件が存在する。

2.4 第 3次フェーズ: 計画立案、契約書検討
（2007年 1月～2007年 12月）

研究の方向性や活動内容、また必要となる研究
費についての議論を開始した。これと並行して、契
約書の検討も開始した。コミュニケーション上の理
由からこのフェーズには思いの外時間がかかった、
というのが現時点での感想である。
年内には 2件の共同研究を開始、プレスリリー
スを 2008年 1月に日本語で [5]、2月に英語で [6]
それぞれ行なった。

以上の SMI社とのProprius21の流れをまとめた
ものが、図 2である。

3 国際産学連携推進上の検討点

SMI社との共同研究創出活動に引き続いて、他
の外国企業との共同研究創出活動を行なっている。
この両方の経験を踏まえ、海外企業との国際産学
連携を推進する上で必要とされる事柄を簡単に述
べる。

情報発信 日本の大学において行なわれている研
究内容は、残念ながらまだ海外に十分知られてい
ないことも多い。同様のことは産学連携活動につ
いてもいえる。産学連携本部のような産学連携支

援組織が整えられつつあるが、その存在は十分に
は認識されていないことも多い。
ウェブなどといった情報提供の方法は容易に準
備できるようになった。一方で、これまで通りの
紙面や冊子を使い手に取ることのできる資料も重
要である。こうしたさまざまなメディアを活用し
た情報発信機能を充実させる必要がある。

体制整備 こちらから情報を発信するのみではな
く、相手企業からの質問や要望に的確に対応する
必要がある。様々な問い合わせに対して的確に応
じられる体制が求められる。

問い合わせの内容は、支援体制やその提供する
サービス、学内での研究内容、知的財産の取り扱
いなど多岐にわたる。国外の大学の知を活用しよ
うとする海外企業の立場からすれば、様々な質問
を行なうことは当然のことである。学内の担当部
署間で適切に連携を図りながら、的確な応答をす
る必要がある。

こうした問い合わせからは、どういった支援体
制が望まれているのか、産業界側の持つ要望を知
ることができる。様々な要望に適切に応えられる
ような制度設計も常に検討する必要がある。

場の設定とコミュニケーションの継続 Proprius21
のような共同研究創出活動にしても実際の共同研
究にしても、顔合せによる打ち合わせの機会を持
ち、情報交換やアイディア創出を行なうことは非常
に重要である。国内企業との連携であればこうし
た場は容易に設定できるが、海外企業との連携の
場合こうした場を設けることは面倒な作業である。

時宜を得た打ち合わせの設定が非常に重要であ
るため、顔合せでの打ち合わせの機会を適切に設
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定する必要がある。少なからぬ出費が必要となる
が、的確な意思疎通を図るためにはこうした場は
必要不可欠である。
研究者は国際会議などで出張を行なうことが多
いため、国際会議の場で打ち合わせを設けたり旅
程の途中で企業を訪問するなど、こうした機会を
うまく活用できると効率が良い。半年程度まで先
を見通しながら、打ち合わせの日程調整を行なう
こととなる。また、ある程度の相互の信頼が構築
できた際には、テレビ会議システムを活用した打
ち合わせも有用である。
時差や地理的な距離といったことから、コミュニ
ケーションを持つ機会はどうしても少なくなりが
ちである。実共同研究の場合にはメーリングリス
トを利用して進捗報告を相互に行なうといった工
夫が有用である。実際、SMI社との共同研究では、
学内において定例打ち合わせを開催しており、開
催前にはアジェンダ案を、終了後には議事内容を
簡略に流すようにしている。これにより、直接の打
ち合わせの機会は少ないながら、大学側で行なわ
れている研究内容が SMI社側に伝わり、活動内容
を相互に確認する上で非常に効果的である。

信頼構築 最後に、異なる二者間での連携を成功
させるためには、信頼関係は欠かすことができな
い。上記に述べたことは全て、信頼関係を構築す
るために重要なものである。

4 おわりに

本発表では、SMI社とのProprius21活動の経過
を紹介し、外国企業との共同研究創出の際に必要
と思われる項目を説明した。
「ジャパンパッシング」ということばを耳にする
ようになってから久しい。外資系企業が日本国内
に設置している研究所の数も残念ながらそれほど
多くないのが実情である。SMI社との Proprius21
の際には日本支社であるサン・マイクロシステム
ズのご協力を得ながら活動を進めたが、企業の日
本支社などのご協力を得ないで直接外国企業の担
当部門との間で共同研究創出の活動を行なうこと
も増えてくるものと思われる。

国際産学連携推進の取り組みはまだ端緒につい
たばかりであり、乗り越えていく必要のある課題
が様々存在する。しかし、この課題をひとつずつ
解決し、実績を徐々に積み重ねていくことで、国
際社会の中での日本の位置づけを高めていく一助
となれば幸いである。
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